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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第92期

中間連結会計期間
第93期

中間連結会計期間
第92期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (百万円) 14,296 16,759 33,352

経常利益 (百万円) 684 1,404 3,271

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 452 1,394 2,350

中間包括利益又は包括利益 (百万円) △226 1,066 1,179

純資産額 (百万円) 30,025 31,223 30,794

総資産額 (百万円) 45,357 47,641 46,411

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 29.97 92.29 155.61

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.2 65.5 66.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,668 2,987 541

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,114 466 △3,063

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △320 △654 △976

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 8,752 11,156 8,356
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）経営成績の分析

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国の関税政策による影響で輸出関連企業を中心に製造業の収益が

下押しされたものの、設備投資需要の堅調さやデジタル投資の拡大により、緩やかな回復基調で推移しました。一

方、世界経済は、米国の金融政策動向や中国経済の減速、さらに中東・ウクライナ情勢を背景としたエネルギー・

資源価格の変動により、 依然として先行き不透明な状況が継続しております。

当社の事業環境といたしましては、人手不足対応やデジタル化・脱炭素化・サプライチェーン強靭化等のニーズ

は根強く、企業の設備投資意欲は堅調を維持しております。中国、ASEAN地域を中心とした外需におきましても、引

き続き底堅い需要水準を保っております。

このような経営環境の中、当社グループといたしましては、中期経営計画（Seibu Vision 2027）の２年目となる

今年度を、本格的に軌道に乗せていくための基盤固めの重要な１年と位置付け、「未来を輝かせ卓越の技術で人と

つながる」をスローガンに、市場及びお客様のニーズに即した製品づくりを追求しながら、原材料費や輸送費増等

の価格転嫁や生産性向上、コスト削減等の対策に積極的に取り組んでまいりました。

その結果、当中間連結会計期間の業績は、受注高・売上高・各損益とも過去最高となりました。受注高は、主に

精密機械事業と産業機械事業が増加して200億６千３百万円（前年同期比15.6％増）となりました。売上高も、主に

精密機械事業と産業機械事業が増加して167億５千９百万円（前年同期比17.2％増）となりました。また、損益にお

いては原材料・資源価格の高騰等に伴う適正な価格転嫁を進めたことや生産ラインの最適化による生産性向上等が

寄与し営業利益は13億６千９百万円（前年同期比110.9％増）、経常利益は14億４百万円（前年同期比105.2％

増）、親会社株主に帰属する中間純利益は政策保有株式を売却したことにより13億９千４百万円（前年同期比

208.0％増）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
 

搬送機械事業

搬送機械事業では、物流業界を中心とした問題の課題解決や半導体関連の需要増を背景に自動化や省人化ニーズ

が高まっている中、既存顧客からのリピート受注、自動倉庫や生産・物流分野等に、ピッキングシステムや新製品

を使ったソリューションを提案するとともにサービス・メンテナンスにも注力し、拡販を図ってまいりました。そ

の結果、受注高は工作機械業界やFA機器業界、食品製造業界向けの成約等があり68億６千４百万円（前年同期比

2.8％増）、売上高は業務用機器メーカーや印刷業界向け等があり54億７千６百万円（前年同期比3.7％増）となり

ました。
 

産業機械事業

産業機械事業では、バルブアクチュエータ国内シェアNO.１の実績を生かした民間需要の掘り起こしや手動水門を

電動化・自動化させる減災・防災および省力化対策の製品開発によるゲート市場の拡販、更にはサービス・メンテ

ナンスに注力してまいりました。その結果、受注高は上水道のサービスメンテナンスで大口物件の成約等があり38

億５千８百万円（前年同期比21.6％増）、売上高は上下水道向けやゲート市場、サービスメンテナンスが増加し23

億７千９百万円（前年同期比16.9％増）となりました。
 

精密機械事業

精密機械事業では、米国による関税引き上げや中国経済の低迷が懸念されたものの半導体市場向けやデータセン

ター向け、電気自動車関連において、超精密な性能が永年安定する当社製品への需要が引き続き高水準に推移し、

受注高は90億７千３百万円（前年同期比23.5％増）、売上高は新工場での自動化・DX化を推進させたことで生産能

力が更に向上し86億４千６百万円（前年同期比27.0％増）となりました。
 

その他の事業

その他の事業では、機械機器部品・立体駐車装置の販売、営繕工事等を行っており、受注高は大口の営繕工事の

落札や大規模改造工事の成約等があり２億６千８百万円（前年同期比77.0％増）、売上高は２億５千６百万円（前

年同期比49.2％増）となりました。
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（2）財政状態の分析

（資産）

当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末より12億３千万円増加し、476億４千１百万円となりまし

た。その主な要因といたしましては、受取手形、売掛金及び契約資産が14億５千６百万円、投資有価証券が６億３

千５百万円減少したものの、現金及び預金が27億９千９百万円、仕掛品が４億５千２百万円増加したこと等による

ものであります。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末より８億１百万円増加し、164億１千８百万円となりました。その主な要因といた

しましては、未払法人税等が１億７千６百万円減少したものの、契約負債が４億９千９百万円、支払手形及び買掛

金が２億６千６百万円、電子記録債務が２億４千７百万円増加したこと等によるものであります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末より４億２千８百万円増加し、312億２千３百万円となりました。その主な要因

といたしましては、その他有価証券評価差額金が３億２千１百万円減少したものの、利益剰余金が７億５千６百万

円増加したこと等によるものであります。
 

（3）キャッシュ・フローの分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ27億９

千９百万円増加し、111億５千６百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は29億８千７百万円（前年同期は16億６千８百万円の減少）となりました。これ

は主に、棚卸資産の増加９億７千５百万円があったものの、売上債権及び契約資産の減少20億６千４百万円、税金

等調整前中間純利益20億３千１百万円があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、増加した資金は４億６千６百万円（前年同期は11億１千４百万円の減少）となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出１億８千３百万円、無形固定資産の取得による支出１億１百万円があった

ものの、投資有価証券の売却による収入７億３千４百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は６億５千４百万円（前年同期は３億２千万円の減少）となりました。これは主

に、配当金の支払額６億３千４百万円があったこと等によるものであります。
 

（4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。
 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。
 

（6）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は３億７千４百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,980,000

計 32,980,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間
末現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,160,000 15,160,000
東京証券取引所
スタンダード市場
福岡証券取引所

単元株式数は
100株であります。

計 15,160,000 15,160,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　2025年４月１日～
2025年９月30日

― 15,160 ― 2,658 ― 992
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自
己株式

を除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社安川電機 北九州市八幡西区黒崎城石２－１ 2,630 17.36

NOMURA PB NOMINEES LIMITED
OMNIBUS-MARGIN(CASHPB)
（常任代理人　野村證券株式会
社）

１ ANGEL LANE, LONDON, EC４R ３AB,
UNITED KINGDOM 
（東京都中央区日本橋１丁目13－１）

1,711 11.29

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 1,530 10.09

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１ 1,106 7.30

MSIP　CLIENT　SECURITIES
（常任代理人 モルガン・スタン
レーＭＵＦＧ証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON
E14 ４QA, U.K.
（東京都千代田区大手町１丁目９－７）

698 4.60

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 650 4.29

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13－１ 633 4.17

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 626 4.13

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１－１ 589 3.88

西部電機従業員持株会 福岡県古賀市駅東３丁目３－１ 416 2.75

計 ― 10,591 69.91
 

(注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

株式会社日本カストディ銀行 　  1,530千株

２．2023年12月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、シンプレクス・ア

セット・マネジメント株式会社が2023年12月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

シンプレクス・アセット・マネ
ジメント株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 3,911 25.80
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 10,400
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,139,300
 

151,393 ―

単元未満株式 普通株式 10,300
 

― ―

発行済株式総数 15,160,000 ― ―

総株主の議決権 ― 151,393 ―
 

（注）１．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が24株含まれております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有す

　　　　　る当社株式42,600株（議決権426個）が含まれております。なお、当該株式の議決権は行使しないことと

　　　　　なっております。

 

② 【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西部電機株式会社

福岡県古賀市駅東三丁目３番１号 10,400 ― 10,400 0.07

計 ― 10,400 ― 10,400 0.07
 

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式42,600株は、上記自己保有株式には含まれ

ておりませんが、連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,436 11,236

  受取手形、売掛金及び契約資産 8,382 6,926

  電子記録債権 2,491 1,884

  仕掛品 1,577 2,030

  原材料及び貯蔵品 2,306 2,749

  その他 213 291

  流動資産合計 23,409 25,118

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,498 7,365

   土地 4,985 4,985

   その他（純額） 2,482 2,724

   有形固定資産合計 14,967 15,075

  無形固定資産 622 593

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,571 4,936

   その他 1,839 1,918

   投資その他の資産合計 7,411 6,854

  固定資産合計 23,001 22,523

 資産合計 46,411 47,641
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,425 2,691

  電子記録債務 4,309 4,557

  短期借入金 ※  416 ※  416

  未払法人税等 815 638

  契約負債 1,314 1,814

  役員賞与引当金 77 -

  その他 2,430 2,595

  流動負債合計 11,788 12,713

 固定負債   

  再評価に係る繰延税金負債 1,521 1,521

  役員退職慰労引当金 16 9

  製品保証引当金 317 304

  役員株式給付引当金 41 41

  退職給付に係る負債 1,115 1,114

  その他 814 713

  固定負債合計 3,828 3,704

 負債合計 15,616 16,418

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,658 2,658

  資本剰余金 2,616 2,616

  利益剰余金 19,118 19,875

  自己株式 △52 △52

  株主資本合計 24,341 25,098

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,034 2,713

  土地再評価差額金 3,327 3,327

  為替換算調整勘定 △11 △12

  退職給付に係る調整累計額 102 97

  その他の包括利益累計額合計 6,453 6,125

 純資産合計 30,794 31,223

負債純資産合計 46,411 47,641
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 14,296 16,759

売上原価 10,680 11,953

売上総利益 3,616 4,805

販売費及び一般管理費 ※  2,967 ※  3,436

営業利益 649 1,369

営業外収益   

 受取利息 0 3

 受取配当金 53 68

 作業くず売却益 12 10

 その他 6 11

 営業外収益合計 72 94

営業外費用   

 支払利息 2 3

 持分法による投資損失 29 31

 為替差損 - 20

 支払補償費 0 0

 コミットメントフィー 2 1

 その他 1 2

 営業外費用合計 37 59

経常利益 684 1,404

特別利益   

 固定資産売却益 1 16

 投資有価証券売却益 - 609

 特別利益合計 1 626

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 工場移転費用 5 -

 特別損失合計 5 0

税金等調整前中間純利益 681 2,031

法人税、住民税及び事業税 121 578

法人税等調整額 107 58

法人税等合計 228 637

中間純利益 452 1,394

親会社株主に帰属する中間純利益 452 1,394
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 452 1,394

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △649 △321

 退職給付に係る調整額 △8 △5

 持分法適用会社に対する持分相当額 △20 △1

 その他の包括利益合計 △679 △328

中間包括利益 △226 1,066

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △226 1,066

 非支配株主に係る中間包括利益 - -
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 681 2,031

 減価償却費 459 553

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △79 △77

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △43 △36

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △4 0

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △7

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △6 -

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △15 △13

 受取利息及び受取配当金 △53 △72

 支払利息 2 3

 為替差損益（△は益） - 20

 持分法による投資損益（△は益） 29 31

 固定資産売却損益（△は益） △1 △16

 固定資産除却損 0 0

 投資有価証券売却損益（△は益） - △609

 工場移転費用 5 -

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 2,556 2,064

 棚卸資産の増減額（△は増加） △459 △975

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,836 514

 未払金の増減額（△は減少） △6 △7

 未払消費税等の増減額（△は減少） △11 △4

 未払費用の増減額（△は減少） △125 △43

 契約負債の増減額（△は減少） △94 499

 その他 △165 △187

 小計 △1,166 3,664

 利息及び配当金の受取額 59 72

 利息の支払額 △2 △3

 法人税等の支払額 △558 △746

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,668 2,987

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △520 △183

 有形固定資産の売却による収入 2 16

 投資有価証券の取得による支出 △76 △0

 投資有価証券の売却による収入 - 734

 無形固定資産の取得による支出 △282 △101

 定期預金の預入による支出 △50 △50

 定期預金の払戻による収入 50 50

 関係会社株式の取得による支出 △232 -

 その他 △5 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,114 466

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △0 -

 配当金の支払額 △302 △634

 リース債務の返済による支出 △18 △20

 財務活動によるキャッシュ・フロー △320 △654

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,103 2,799

現金及び現金同等物の期首残高 11,856 8,356

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  8,752 ※  11,156
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【注記事項】

(追加情報)

(取締役に対する株式給付信託(BBT)について)

当社は、2020年６月26日開催の第87回定時株主総会に基づき、取締役（社外取締役を除きます。以下、断りがな

い限り、同じとします。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」

（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

 
(1)本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及

び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される

業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時と

なります。

 
(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末が47百万円及び42千株、

当中間連結会計期間末が47百万円及び42千株であります。
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(中間連結貸借対照表関係)

※　 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と貸出コミットメント契約を締結しております。

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

貸出コミットメントの総額 4,000百万円 2,000百万円

借入実行残高 416百万円 416百万円

差引額 3,583百万円 1,583百万円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

従業員給与手当 1,002百万円 1,206百万円

退職給付費用 29百万円 38百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円 1百万円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 8,832百万円 11,236百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80百万円 △80百万円

現金及び現金同等物 8,752百万円 11,156百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 302 20.00 2024年３月31日 2024年６月28日
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金０百万

円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年11月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 636 42.00 2024年９月30日 2024年12月10日
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金１百万

円が含まれております。

 
当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 636 42.00 2025年３月31日 2025年６月30日
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金１百万

円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年11月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 636 42.00 2025年９月30日 2025年12月10日
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金１百万

円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント その他
の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

搬送機械
事業

産業機械
事業

精密機械
事業

計

売上高         

外部顧客への
売上高

5,283 2,034 6,807 14,125 171 14,296 ― 14,296

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― 2 0 2 223 225 △225 ―

計 5,283 2,036 6,807 14,127 395 14,522 △225 14,296

セグメント利益
又は損失（△）

403 △9 285 680 10 690 △41 649
 

(注) １．「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている

機械機器部品・立体駐車装置の販売、営繕工事等の事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△29百万円が含まれて

おります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント その他
の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

搬送機械
事業

産業機械
事業

精密機械
事業

計

売上高         

外部顧客への
売上高

5,476 2,379 8,646 16,502 256 16,759 ― 16,759

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― 0 ― 0 267 268 △268 ―

計 5,476 2,379 8,646 16,502 524 17,027 △268 16,759

セグメント利益 427 57 921 1,406 12 1,419 △50 1,369
 

(注) １．「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている

機械機器部品・立体駐車装置の販売、営繕工事等の事業であります。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用等△39百万円が含まれておりま

す。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）

  (単位：百万円)

 

 報告セグメント
 その他の
事業(注)１

合計搬送機械
事業

産業機械
事業

精密機械
事業

計

日本 5,192 2,004 2,368 9,565 171 9,737

海外 91 29 4,439 4,559 ― 4,559

顧客との契約から生じる収益 5,283 2,034 6,807 14,125 171 14,296

外部顧客への売上高 5,283 2,034 6,807 14,125 171 14,296
 

(注) １．「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている

機械機器部品・立体駐車装置の販売、営繕工事等の事業であります。

２．顧客との契約から生じる収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
当中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

  (単位：百万円)

 

 報告セグメント
 その他の
事業(注)１

合計搬送機械
事業

産業機械
事業

精密機械
事業

計

日本 5,471 2,367 3,153 10,993 256 11,249

海外 4 11 5,492 5,509 ― 5,509

顧客との契約から生じる収益 5,476 2,379 8,646 16,502 256 16,759

外部顧客への売上高 5,476 2,379 8,646 16,502 256 16,759
 

(注) １．「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている

機械機器部品・立体駐車装置の販売、営繕工事等の事業であります。

２．顧客との契約から生じる収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

   １株当たり中間純利益 29円97銭 92円29銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 452 1,394

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   中間純利益(百万円)

452 1,394

   普通株式の期中平均株式数(千株) 15,103 15,106
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．純資産の部において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり中間純利益の

算定上、期中平均株式数から控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間45千株、当中間連

結会計期間42千株）。

 
２ 【その他】

第93期(2025年４月１日から2026年３月31日まで)中間配当については、2025年11月14日開催の取締役会において、

2025年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                   636百万円

② １株当たりの金額                               42円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2025年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月13日

西部電機株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
福岡事務所
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 久  保　　  英  治  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廣  住　 　 成  洋  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西部電機株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、西部電機株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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